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研究成果の概要（和文）：研究グループ共通の視座として生涯学習施策の変遷（背戸）、公教育政策と公共性
（大桃）、福祉・社会保障政策における公と私（荒見）、家族への国家介入（広井）、学校経営と家庭・家庭教
育（柴田）、就学前教育における公と私（下村）を整理し、動態調査を行った。
公による私的領域への介入を回避する手法として「家庭教育支援チーム」やNPO等による事業展開がなされてい
ること、さらに、家庭教育の強化が「支援」という文脈で推進されていることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：As a common perspective of the research groups, transition of lifelong 
learning policies (SETO), public education policy and public nature (OMOMO), public and me in 
welfare/social security policy (ARAMI), state intervention to family (HIROI), school management  and
 family education (SHIBATA), preschool education in public and private (SHIMOMURA)  were theoraized 
and a dynamic survey was conducted.
As a method of avoiding public intervention in the private sphere, business development by "home 
education support team" and NPOs, etc., and further strengthening of home education are promoted in 
the context of "support".

研究分野： 教育学

キーワード： 生涯学習　公と私　家庭教育支援　社会教育

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
家庭教育支援施策を生涯学習政策の文脈から捉えた場合、従来までなされてきた個人に対する学習供給を主とす
る生涯学習政策は変容している。いわば、社会教育を包摂するかたちで進行した生涯学習政策が社会教育政策化
する過程とその論理を明らかにした点で学術的意義がある。
一方、社会的意義としては、「地域学校協働活動」が進展し「学校」とともに「地域」と「家庭」が重要な教育
主体として定位されるなか、家庭教育支援を含むさまざまな教育活動に住民参加が求められている。多くのアク
ターが教育参加する際、諸アクターがどのような論理と戦略で定位されているのかを問うた本研究は、住民や市
民の教育理解を促す点で社会的意義を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
90 年代以降に進行した新自由主義は、市場を通じた効率化によって生涯学習政策の行政もまた
効率化し、その内実や体制、実施手法は地域化し、その意味において個別化した。 
しかしその一方で、新自由主義の揺り返しは個別化・個人化した社会の再統合を求めることから、
生涯学習施策はより普遍的で、より規範的な「不易」への接近を加速させていった。「個人の自
立」という新しい施策目標がそれであり、生涯学習施策は、地域化・個別化する一方で「弱者の
発見」と社会正義に照らしたその「支援」に注力を始めた。かくして若者の就労支援や格差・貧
困の是正などといった取組を自身の課題とした生涯学習施策は、極めて私事的な領域である家
庭教育の在り方にまでも関与・介入し始めた。そこには強い個人を前提とした近代公教育行政の
原理とは異なる生涯学習行政の論理があり、公共政策における公と私の境界の溶解が看取され
始めていた。 
 
 
２．研究の目的 
 
90 年代の半ば以降、家庭教育への関心が急速に高まった。なかでも明示的であったのは 1998 年
の中教審答申であり、そこでは新しい時代を切り拓く心を育てるために家庭の在り方を問い直
す必要が指摘され、「相互に思いやりのある明るい円満な家庭」を築き子どもの教育に努めるこ
とが提唱された。本研究の第一の目的は、明治 20 年代に登場し「社会化された家族」として戦
前を通し確立された家庭概念が、1990 年代半ば以降、急速に、再び社会から着目された時代背
景や社会構造を究明し、現在強化されている家庭教育支援の論理を明らかにすることにあった。 
文部科学省は今後の家庭教育支援を「学習を希望する親の支援」から「すべての親を対象とした
支援」へと転換し、これまで手が届きにくかった親への働きかけが肝要であるとしている。 
本研究の第二の目的は、全戸訪問などによって「すべての親を対象とした支援」に取り組む自治
体を中心に選定し、生涯学習行政として実施される家庭教育支援事業の動態を解明することで
あった。 
第三の目的は、生涯学習行政の推進における公と私の論理の解明であった。周知の通り生涯学習
概念およびその施策は学校教育や社会教育の活動を包摂する点で公教育政策と近接的な性格を
帯びながらも、労働政策（若者の就労等）や福祉政策（貧困対策や保育等）、地域政策（地域づ
くり等）や家族政策（家庭教育支援等）などをも包摂する広汎な公共政策である。本研究ではい
わゆる総合行政として展開される生涯学習行政を公共政策の最も新しい形として捉え、その公
共性の問題を公教育政策（大桃）、福祉政策（荒見）、家族政策（広井）、幼児教育・保育政策（下
村）の観点から検証し、生涯学習行政の推進における公と私の新たな論理とそれを促す要因を明
らかにすることを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究は研究代表者を含む５名の研究者による多様な視点に基づき（生涯学習…背戸、公教育…
大桃、福祉…荒見、家族…広井、幼児教育・保育…下村）、以下の４つの方法によって完結され
た。 
Ⅰ．生涯学習概念の生成と生涯学習施策の展開に関する理論分析（平成 29、30 年度） 
 
Ⅱ．家庭教育の生成と家庭教育支援事業の展開に関する理論分析（平成 29、30 年度） 
 
Ⅲ．家庭教育支援事業の動態分析（平成 29年度、30年度、31 年度） 
 
Ⅳ．生涯学習行政における公と私の理論解明（平成 30 年度、31年度） 
 
 主な動態調査先は以下の通りである。 
  ・北海道教育委員会生涯学習課 

・北海道小樽市教育委員会生涯学習課 
・北海道小樽市家庭教育支援チーム〃小樽わくわく共育ネットワーク〃 
・北海道札幌トモエ幼稚園 
・北海道札幌市教育委員会生涯学習課 
・北海道安平町教育委員会 
・長崎県福祉保健部子ども未来課 
・長崎県教育委員会生涯学習課 

  ・熊本県教育委員会社会教育課 
・熊本市教育委員会 
・熊本市家庭教育支援チーム〃マスターズ熊本〃 

  ・沖縄県教育委員会 



・沖縄県子ども総合研究所 
・沖縄県那覇市役所こどもみらい部子育て応援課、 
・沖縄県青少年・子ども家庭課 
・愛知県教育委員会生涯学習課 
・愛知県豊橋市教育委員会生涯学習課 
・和歌山県湯浅町教育委員会 
・長野県大町市教育委員会 

  ・山形県庄内教育事務所社会教育課 
・山形県酒田市教育委員会社会教育文化課 
・NPO 法人明日のたね 
・NPO 法人にこっと 
・北海道千歳市教育委員会学校指導課 
・北海道千歳市教育委員会生涯学習課 
・北海道千歳市子育て総合支援センター 

  ・一般社団法人らしくサポート 
・社会福祉法人つくし会 
 
 

４．研究成果 
 
2017 年以降の研究成果は以下の通りであるが、研究終了年度の翌年度（2020 年度）にも、次の
ような取組事例の動態分析を行い、特集論文として体系的な成果の公表をする予定である。 
 長崎県教育委員会、熊本県教育委員会、愛知県教育委員会、沖縄県教育委員会、那覇市、酒田   
市、千歳市、等。 

 
また、本研究の研究代表者・研究分担者を中心とし、本研究の成果を含む体系的な問いをまとめ
た図書である大桃敏行・背戸博史編著『日本型公教育の再検討―自由・保障・責任からから考え
る―』（岩波書店）が 2020 年７月に刊行予定となっている。 
本書は就学義務制や一条校主義にみられる日本型公教育の特質について分析を加えた書籍であ
るが、その第Ⅱ部は「学校と家庭・地域との関係の変容」と題し、そうした一条校と家庭や地域
の関係変容を問うている。 
 
第Ⅱ部第６章は「学校教育の担い手としての保護者・住民」と題し、研究分担者である柴田聡史
が学校の意思決定への保護者・地域住民の参加から連携・協働への進展を捉え、そこにおける家
庭と家庭教育の位置づけを考究している。 
 
第Ⅱ部第７章「学校と家庭の教育責任の変容」では、研究分担者である広井多鶴子が公教育制度
の拡大過程における近代家族の一般化を捉え、それ以後進展した学校と家庭の「役割分担」論と
家庭批判や「連携」と自己責任論、2000 年代に入って興隆した家庭教育支援と親の第一義的責
任論について考究している。 
 
第Ⅱ部第８章「教育と児童福祉の境界変容」では研究分担者の荒見玲子が子どもをめぐる政策体
系を整理しつつ、日本における子どもをめぐる教育保障と生活保障の政策体系を解明し、家庭教
育支援施策を含む教育と児童福祉の交錯を描いている。 
 
終章となる第Ⅱ部第９章は「公教育制度の一翼としての社会教育」と題し、研究代表である背戸
博史が戦後社会教育の理念と生涯学習政策の関係構造を読み解きながら、家庭教育支援施策に
着目し、現在の社会教育は生涯学習の理念を包摂しつつ、新たな教育主体となった家庭（親の第
一義的責任や学校のパートナーとしての家庭）を捉えている。 
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